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規　　　　　則

　
勤 務 時 間 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 公 布 す る 。

　 　
平 成 三 十 一 年 四 月 二 十 六 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者
　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 名 古 屋 市 長 　 河 村 　 た か し 　

名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 八 号

　 　 　 勤 務 時 間 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 勤 務 時 間 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 ︵ 昭 和 三 十 二 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 六 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 第 一 条 第 二 項 中 ﹁ 午 後 五 時 十 五 分 ま で ﹂ を ﹁ 午 後 五 時 三 十 分 ま で ﹂ に 改 め る 。

　 第 一 条 の 五 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

　 ︵ 超 過 勤 務 等 を 命 ず る 時 間 及 び 月 数 の 上 限 ︶

第 一 条 の 五 の 二 　 任 命 権 者 は 、 職 員 に 超 過 勤 務 ︵ 条 例 第 八 条 に 規 定 す る 勤 務 及 び 給 与 条 例 ︵ 昭 和 二 十 七 年 名 古 屋 港 管 理 組 合

　 条 例 第 五 号 ︶ 第 十 五 条 第 三 項 に 規 定 す る 休 日 に お け る 正 規 の 勤 務 時 間 中 の 勤 務 を い う 。 以 下 こ の 条 に お い て ﹁ 超 過 勤 務 等 ﹂

　 と い う 。 ︶ を 命 ず る 場 合 に は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 職 員 の 区 分
に 応 じ 、 当 該 各 号 に 定 め る 時 間 及 び 月 数 の 範 囲 内 で 必 要 最 小

　 限 の 超 過 勤 務 等 を 命 ず る も の と す る 。

　 一 　 次 号 に 規 定 す る 部 署 以 外 の 部 署 に 勤 務 す る 職 員 　 次 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 時 間 及 び 月 数 ︵ イ

　 　 に あ つ て は 、 時 間 ︶

　 　 イ 　 ロ に 掲 げ る 職 員 以 外 の 職 員 　 次 の ⑴ 及 び ⑵ に 定 め る 時 間

　 　 　 ⑴ 　 一 箇 月 に お い て 超 過 勤 務 等 を 命 ず る 時 間 に つ い て 四 十 五 時 間

　 　 　 ⑵ 　 一 年 に お い て 超 過 勤 務 等 を 命 ず る 時 間 に つ い て 三 百 六 十 時 間

　 　 ロ 　 一 年 に お い て 勤 務 す る 部 署 が 次 号 に 規 定 す る 部 署 か ら こ の 号 に 規 定 す る 部 署 と な つ た 職 員 　 次 の ⑴ 及 び ⑵ に 定 め る

　 　 　 時 間 及 び 月 数

　 　 　 ⑴ 　 一 年 に お い て 超 過 勤 務 等 を 命 ず る 時 間 に つ い て 七 百 二 十 時 間

　 　 　 ⑵ 　 イ 及 び 次 号 ︵ ロ を 除 く 。 ︶ に 規 定 す る 時 間 及 び 月 数 並 び に 別 に 定 め る 期 間 に お い て 別 に 定 め る 時 間 及 び 月 数

　 二 　 他 律 的 業 務 ︵ 業 務 量 、 業 務 の 実 施 時 期 そ の 他 の 業 務 の 遂 行 に 関 す る 事 項 を 自 ら 決 定 す る こ と が 困
難 な 業 務 を い う 。 ︶

　 　 の 比 重 が 高 い 部 署 と し て 任 命 権 者 が 認 め る も の に 勤 務 す る 職 員 　 次 の イ か ら ニ ま で に 定 め る 時 間 及 び 月 数

　 　 イ 　 一 箇 月 に お い て 超 過 勤 務 等 を 命 ず る 時 間 に つ い て 百 時 間 未 満

　 　 ロ 　 一 年 に お い て 超 過 勤 務 等 を 命 ず る 時 間 に つ い て 七 百 二 十 時 間

　 　 ハ 　 一 箇 月 ご と に 区 分 し た 各 期 間 に 当 該 各 期 間 の 直 前 の 一 箇 月 、 二 箇 月 、 三 箇 月 、 四 箇 月 及 び 五 箇 月 の 期 間 を 加 え た そ

　 　 　 れ ぞ れ の 期 間 に お い て 超 過 勤 務 等 を 命 ず る 時 間 の 一 箇 月 当 た り の 平 均 時 間 に つ い て 八 十 時 間

　 　 ニ 　 一 年 の う ち 一 箇 月 に お い て 四 十 五 時 間 を 超 え て 超 過 勤 務 等 を 命 ず る 月 数 に つ い て 六 箇 月

２ 　 任 命 権 者 が 、 特 例 業 務 ︵ 大 規 模 災 害 へ の 対 処 そ の 他 の 重 要 な 業 務 で あ つ て 、 任 命 権 者 が 特 に 緊 急 の 必 要 が あ る と 認 め る

　 も の を い う 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 ︶ に 従 事 す る 職 員 に 対 し 、 前 項 各 号 に 規 定 す る 時 間 又 は 月 数 を 超 え て 超 過 勤 務 等

　 を 命 ず る 必 要 が あ る 場 合 に つ い て は 、 同 項 ︵ 当 該 超 え る こ と と な る 時 間 又 は 月 数 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ︶ の 規 定 は 適 用 し な い 。

　 別 に 定 め る 期 間 に お い て 特 例 業 務 に 従 事 し て い た 職 員 に 対 し 、 同 項 各 号 に 規 定 す る 時 間 又 は 月 数 を 超 え て 超 過 勤 務 等 を 命
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ず る 必 要 が あ る 場 合 と し て 別 に 定 め る 場 合 も 、 同 様 と す る 。

３
　
任 命 権 者 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 、 第 一 項 各 号 に 規 定 す る 時 間 又 は 月 数 を 超 え て 職 員 に 超 過 勤 務 等 を 命 ず る 場 合 に は 、 当

　
該 超 え た 部 分 の 超 過 勤 務 等 を 必 要 最 小 限 の も の と し 、 当 該 超 過 勤 務 等 を 命 じ た 日 が 属 す る 当 該 時 間 又 は 月 数 の 算 定 に 係 る

　
一 年 の 末 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 六 箇 月 以 内 に 、 当 該 超 過 勤 務 等 に 係 る 要 因 の 整 理 、 分 析 及 び 検 証 を 行 わ な け れ ば な ら な い 。

　
第 一 条 の 六 第 二 項 第 一 号 中 ﹁ に 当 た る 場 合 の 当 該 週 休 日 ︵ そ の 日 が 一 月 二 日 で 月 曜 日 に 当 た る 場 合 を 除 く 。 ︶ ﹂ を ﹁ ︵ そ の

日 が 一 月 二 日 で 月 曜 日 に 当 た る 場 合 を 除 く 。 ︶ に 当 た る 場 合 の 当 該 週 休 日 ﹂ に 改 め る 。

　
第 五 条 第 二 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

２
　
条 例 第 十 四 条 第 一 号 に 規 定 す る 特 別 休 暇 の 期 間 は 一 日 単 位 又 は 時 間 単 位 に 、 同 条 第 六 号 に 規 定 す る 特 別 休 暇 の 期 間 は 一

　
日 単 位 に 分 割 す る こ と が で き る も の と し 、 時 間 単 位 に 分 割 す る 場 合 に あ つ て は 一 日 を も つ て 八 時 間 と す る 。

　
第 五 条 の 二 第 一 項 中 ﹁ 別 記 様 式 第 五 ﹂ の 下 に ﹁ 又 は 別 記 様 式 第 五 の 二 ﹂ を 加 え る 。

　
別 記 様 式 第 五 中
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

 を
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

    に 改 め 、 同 様 式 の 次 に 次 の 一 様 式 を 加 え る 。「特　別　休　暇　簿」   「特　別　休　暇　簿（１日単位 ）」
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附
　
則

　
︵ 施 行 期 日 等 ︶

１
　
こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 し 、 こ の 規 則 に よ る 改 正 後 の 勤 務 時 間 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 ︵ 以 下 ﹁ 改 正 後 の

　
規 則 ﹂ と い う 。 ︶ の 規 定 は 、 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 ︵ 以 下 ﹁ 適 用 日 ﹂ と い う 。 ︶ か ら 適 用 す る 。

　
︵ 経 過 措 置 ︶

２
　
適 用 日 か ら 平 成 三 十 一 年 八 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お け る 改 正 後 の 規 則 第 一 条 の 五 の 二 第 一 項 第 二 号 ︵ ハ に 係 る 部 分 に 限

　
る 。 ︶ の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 号 ハ 中 ﹁ 五 箇 月 の 期 間 ﹂ と あ る の は 、 ﹁ 五 箇 月 の 期 間 ︵ 平 成 三 十 一 年 四 月 以 後 の 期 間 に

　
限 る 。 ︶ ﹂ と す る 。

　

告　　　　　示

公　　　　　告

名古屋港管理組合告示第17号

　次の港湾施設は、平成30年12月17日に廃止した。

　　平成31年4月26日

              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名古屋港管理組合管理者　  　　　　　　  

                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名古屋市長  河村　たかし　

　施設の種類　物揚場

名　称 位　　置 延長 エプロン幅 水深
制限荷重(1平方ﾒｰﾄﾙ

あたり)
備　考

金城ふ頭南１物揚場 金城ふ頭南側

メートル

200

メートル

14.5

メートル

4.5

キロニュートン

名古屋港管理組合公告

　名古屋港管理組合情報公開条例（平成12年名古屋港管理組合条例第 7 号。以下「条例」という。）第25条第 2 項の規定に

基づき、平成30年 4 月 1 日から平成31年 3 月31日までの間における行政文書の開示の実施状況を次のように公表する。

　　平成31年 4 月26日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　　

名古屋市長　河村　たかし　

 1 　行政文書の開示の実施状況

実 施 機 関

義　　務　　開　　示 任　　意　　開　　示

請求件数

決　定　内　容

申出件数

決　定　内　容

開示 一部開示 不開示 開示 一部開示 不開示

管 理 者

件

79

件

74

件

5

件

0

件

0

件

0

件

0

件

0

監 査 委 員 0 0 0 0 0 0 0 0

議 会 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 79 74 5 0 0 0 0 0

　備考

　　 1 　義務開示とは、条例に基づき実施機関が義務として行うものをいう。

　　 2 　任意開示とは、条例附則第 3 項に規定するものをいう。

 2 　不服申立ての状況

　　なし
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名古屋港管理組合公告

　名古屋港管理組合個人情報保護条例（平成18年名古屋港管理組合条例第 4 号。以下「条例」という。）第47条第 2 項の規

定に基づき、平成30年 4 月 1 日から平成31年 3 月31日までの間における個人情報保護制度の運用状況を次のように公表する。

　　平成31年 4 月26日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　　

名古屋市長　河村　たかし　

 1 　個人情報取扱事務の登録状況

実 施 機 関 登　録　件　数

管 理 者

件

170

監 査 委 員 12

合 計 182

 2 　自己情報の開示請求の状況

実 施 機 関

請　求　書　に　よ　る　請　求 口　頭　に　よ　る　請　求

請求件数

決　定　内　容

請求件数

決　定　内　容

開示 一部開示 不開示 開示 一部開示 不開示

管 理 者

件

0

件

0

件

0

件

0

件

3

件

3

件

0

件

0

監 査 委 員 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 3 3 0 0

　備考　口頭による請求とは、条例第14条第 1 項ただし書の規定に基づく開示請求をいう。

 3 　自己情報の訂正請求の状況

　　なし

 4 　自己情報の利用停止請求の状況

　　なし

 5 　審査請求の状況

　　なし

　　　　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━　　　　

名古屋港管理組合公告

　名古屋港管理組合情報公開条例（平成12年名古屋港管理組合条例第 7 号。以下「条例」という。）第27条及び第28条の規

定に基づき、平成30年 4 月 1 日から平成31年 3 月31日までの間における出資法人等及び指定管理者の情報公開の開示の実施

状況を次のように公表する。

　　平成31年 4 月26日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　　

名古屋市長　河村　たかし　
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 1 　開示の実施状況

　⑴　出資法人等

出資法人等 開示申出件数

決　　定　　内　　容

合　計

開　示 一部開示 不開示

公益財団法人

名古屋みなと振興財団

件

1

件

0

件

1

件

0

件

1

公益財団法人

名古屋港緑地保全協会
0 0 0 0 0

名古屋港埠頭株式会社 0 0 0 0 0

名古屋港鉄鋼埠頭株式会社 0 0 0 0 0

名古屋臨海鉄道株式会社 0 0 0 0 0

名古屋四日市国際港湾株式会社 0 0 0 0 0

　　備考

　　 　出資法人等とは、本組合が出資する法人その他本組合が財政的援助等を与える法人等のうち、平成25年名古屋港管理

組合告示第 7 号で指定したものをいう。

　⑵　指定管理者

指定管理者 開示申出件数

決　　定　　内　　容

合　計

開　示 一部開示 不開示

公益財団法人

名古屋みなと振興財団

件

1

件

0

件

1

件

0

件

1

公益財団法人

名古屋港緑地保全協会
0 0 0 0 0

名管本庁舎ＰＦＩ株式会社 0 0 0 0 0

株式会社日誠 0 0 0 0 0

株式会社ウッドフレンズ 0 0 0 0 0

新舞子ボートパーク運営共同企業体 0 0 0 0 0

 2 　異議の申出の状況

　　なし

発行所　名古屋市港区港町１番11号

名古屋港管理組合


